
○貸借対照表
基準日時点における財政状態（資産、負債及び純資産の残高）を表すものです。

　１．有形固定資産 　１．固定負債

①事業用資産 ①地方債

②インフラ資産 ②退職手当引当金

③物品 ③その他 ○町の資産と負債の状況
　２．無形固定資産 　２．流動負債

　３．投資及び出資金 　 ①１年内償還予定地方債

　４．基金 　 ②未払金

　５．未収金・貸付金 ③賞与等引当金

　６．現金預金 ④預り金

　７．棚卸資産 ⑤その他

　８．その他 負債合計

純資産合計

○行政コスト計算書 ○純資産変動計算書 ○資金収支計算書
　資産形成につながらない行政サービスに要したコストと、 　１年間に大治町の純資産が、どのような財源や要因で 　１年間の現金の流れを示すものです。

それらの行政サービスの対価としての使用料、手数料など

の収入を表示したものです。

　１．業務活動収支

前期末残高 　２．投資活動収支

　１．経常費用 純資産の減少 　３．財務活動収支

①業務費用 １．純行政コスト（△） 　本年度資金収支額

ア　人件費 純資産の増加 　本年度末資金残高

イ　物件費等・その他の業務費用 ２．財源 　前年度末歳計外現金残高

　　（うち減価償却費） ①税収等 　本年度歳計外現金増減額

②移転費用 ②国県等補助金 　本年度末歳計外現金残高

ア　補助金等 その他の増減 　前年度末現金預金残高

イ　社会保障給付 ３．資産評価差額 　本年度末現金預金残高

ウ　他会計への繰出金 ４．無償所管換等

エ その他 ５．その他

　２．経常収益 　　本年度純資産変動額 連結会計

①使用料及び手数料 本年度末純資産残高 全体会計 ※ ・愛知県市町村退職手当組合

②その他 普通会計 ・国民健康保険特別会計 ・愛知県後期高齢者医療広域連合

・一般会計 ・介護保険特別会計 ・海部地区急病診療所組合

　３．臨時損失 ・土地取得特別会計 ・後期高齢者医療特別会計 ・海部地区環境事務組合

　４．臨時利益 ・海部東部消防組合

・海部地区水防事務組合

※表示単位未満四捨五入のため、積上げ額と合計額が一致しない場合があります。 ※下水道事業会計は、公営企業会計のため対象にしていません。
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増減したかを明らかにするものです。
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１．町民１人当たりの資産と負債（令和2年3月31日現在人口32,865人）
　
　　資　産　　　　　　　　 約176万円

　　負　債　　　　　　　　　 約22万円

２．純資産比率　　　　　 　約87.5％

　　※純資産比率・・・総資産のうち、純資産の占める割合を示します。負債は、将来世代の負担と考えることが
　　　　　　　　　　　　　できることから、将来世代と過去の世代との負担割合を示すということができます。
　　　　　　　　　　　　　純資産比率が高いほど、将来世代の負担軽減が図られているということがいえます。

３．実質純資産比率　　　約53.8％

　　※実質純資産比率・・・総資産比率の分母・分子からそれぞれインフラ資産を控除して算出します。
　　　　　　　　　　　　　　　 厳密な意味での財務の安全性を示しており、高ければ高いほど良好な
　　　　　　　　　　　　　　　 財政状態ということがいえます。
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令和元年度　大治町財務書類4表（概要版）　普通会計

（単位：千円）

資産の部 金　額 負債の部 金　額

純資産の部

　純経常行政コスト

　純行政コスト

負債・純資産合計

　本町はこれまで「基準モデル」により４つの財務書類（注）を作成してきましたが、平成２８年度決算分から団体間の
比較可能性や客観性の観点に基づき国から示された「統一モデル」により作成しました。

（注）４つの財務書類
　財務書類は、ストック（財産残高）を表す「①賃借対照表（バランスシート）」と、フロー(経常的な費用と収入)を表す
「②行政コスト計算書」、「③純資産変動計算書」、「④資金収支計算書」の４つで構成されています。
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○貸借対照表
基準日時点における財政状態（資産、負債及び純資産の残高）を表すものです。

　１．有形固定資産 　１．固定負債

①事業用資産 ①地方債

②インフラ資産 ②退職手当引当金

③物品 ③その他 ○町の資産と負債の状況
　２．無形固定資産 　２．流動負債

　３．投資及び出資金 　 ①１年内償還予定地方債

　４．基金 　 ②未払金

　５．未収金・貸付金 ③賞与等引当金

　６．現金預金 ④預り金

　７．棚卸資産 ⑤その他

　８．その他 負債合計

純資産合計

○行政コスト計算書 ○純資産変動計算書 ○資金収支計算書
　資産形成につながらない行政サービスに要したコストと、 　１年間に大治町の純資産が、どのような財源や要因で 　１年間の現金の流れを示すものです。

それらの行政サービスの対価としての使用料、手数料など 増減したかを明らかにするものです。

の収入を表示したものです。

　１．業務活動収支

前期末残高 　２．投資活動収支

　１．経常費用 純資産の減少 　３．財務活動収支

①業務費用 １．純行政コスト（△） 　本年度資金収支額

ア　人件費 純資産の増加 　本年度末資金残高

イ　物件費等・その他の業務費用 ２．財源 　前年度末歳計外現金残高

　　（うち減価償却費） ①税収等 　本年度歳計外現金増減額

②移転費用 ②国県等補助金 　本年度末歳計外現金残高

ア　補助金等 その他の増減 　前年度末現金預金残高

イ　社会保障給付 ３．資産評価差額 　本年度末現金預金残高

ウ　他会計への繰出金 ４．無償所管換等

エ その他 ５．その他

　２．経常収益 　　本年度純資産変動額 連結会計

①使用料及び手数料 本年度末純資産残高 全体会計 ※ ・愛知県市町村退職手当組合

②その他 普通会計 ・国民健康保険特別会計 ・愛知県後期高齢者医療広域連合

・一般会計 ・介護保険特別会計 ・海部地区急病診療所組合

　３．臨時損失 ・土地取得特別会計 ・後期高齢者医療特別会計 ・海部地区環境事務組合

　４．臨時利益 ・海部東部消防組合

・海部地区水防事務組合

※表示単位未満四捨五入のため、積上げ額と合計額が一致しない場合があります。 ※下水道事業会計は、公営企業会計のため対象にしていません。
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１．町民１人当たりの資産と負債（令和2年3月31日現在人口32,865人）
　
　　資　産　　　　　　　　　約178万円

　　負　債　　　　　　　　　　約22万円

２．純資産比率　　　　　　  約87.7％

　　※純資産比率・・・総資産のうち、純資産の占める割合を示します。負債は、将来世代の負担と考えることが
　　　　　　　　　　　　　できることから、将来世代と過去の世代との負担割合を示すということができます。
　　　　　　　　　　　　　純資産比率が高いほど、将来世代の負担軽減が図られているということがいえます。

３．実質純資産比率　　　約56.2％

　　※実質純資産比率・・・総資産比率の分母・分子からそれぞれインフラ資産を控除して算出します。
　　　　　　　　　　　　　　　 厳密な意味での財務の安全性を示しており、高ければ高いほど良好な
　　　　　　　　　　　　　　　 財政状態ということがいえます。
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令和元年度　大治町財務書類4表（概要版）　全体会計

（単位：千円）

資産の部 金　額 負債の部 金　額

　純経常行政コスト

　純行政コスト

負債・純資産合計

　本町はこれまで「基準モデル」により４つの財務書類（注）を作成してきましたが、平成２８年度決算分から団体間の
比較可能性や客観性の観点に基づき国から示された「統一モデル」により作成しました。

（注）４つの財務書類
　財務書類は、ストック（財産残高）を表す「①賃借対照表（バランスシート）」と、フロー(経常的な費用と収入)を表す
「②行政コスト計算書」、「③純資産変動計算書」、「④資金収支計算書」の４つで構成されています。
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○貸借対照表
基準日時点における財政状態（資産、負債及び純資産の残高）を表すものです。

　１．有形固定資産 　１．固定負債

①事業用資産 ①地方債

②インフラ資産 ②退職手当引当金

③物品 ③その他 ○町の資産と負債の状況
　２．無形固定資産 　２．流動負債

　３．投資及び出資金 　 ①１年内償還予定地方債

　４．基金 　 ②未払金

　５．未収金・貸付金 ③賞与等引当金

　６．現金預金 ④預り金

　７．棚卸資産 ⑤その他

　８．その他 負債合計

純資産合計

○行政コスト計算書 ○純資産変動計算書 ○資金収支計算書
　資産形成につながらない行政サービスに要したコストと、 　１年間に大治町の純資産が、どのような財源や要因で 　１年間の現金の流れを示すものです。

それらの行政サービスの対価としての使用料、手数料など 増減したかを明らかにするものです。

の収入を表示したものです。

　１．業務活動収支

前期末残高 　２．投資活動収支

　１．経常費用 純資産の減少 　３．財務活動収支

①業務費用 １．純行政コスト（△） 　本年度資金収支額

ア　人件費 純資産の増加 　本年度末資金残高

イ　物件費等・その他の業務費用 ２．財源 　前年度末歳計外現金残高

　　（うち減価償却費） ①税収等 　本年度歳計外現金増減額

②移転費用 ②国県等補助金 　本年度末歳計外現金残高

ア　補助金等 その他の増減 　前年度末現金預金残高

イ　社会保障給付 ３．資産評価差額 　本年度末現金預金残高

ウ その他 ４．無償所管換等

　２．経常収益 ５．比例連結割合変更に伴う差額

①使用料及び手数料 ６．その他

②その他 　　本年度純資産変動額 連結会計

本年度末純資産残高 全体会計 ※ ・愛知県市町村退職手当組合

　３．臨時損失 普通会計 ・国民健康保険特別会計 ・愛知県後期高齢者医療広域連合

　４．臨時利益 ・一般会計 ・介護保険特別会計 ・海部地区急病診療所組合

・土地取得特別会計 ・後期高齢者医療特別会計 ・海部地区環境事務組合

・海部東部消防組合

・海部地区水防事務組合

※表示単位未満四捨五入のため、積上げ額と合計額が一致しない場合があります。 ※下水道事業会計は、公営企業会計のため対象にしていません。
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純資産の部
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令和元年度　大治町財務書類4表（概要版）　連結会計

（単位：千円）
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資産の部 金　額 金　額

　本町はこれまで「基準モデル」により４つの財務書類（注）を作成してきましたが、平成２８年度決算分から団体間の
比較可能性や客観性の観点に基づき国から示された「統一モデル」により作成しました。

（注）４つの財務書類
　財務書類は、ストック（財産残高）を表す「①賃借対照表（バランスシート）」と、フロー(経常的な費用と収入)を表す
「②行政コスト計算書」、「③純資産変動計算書」、「④資金収支計算書」の４つで構成されています。

負債の部
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１．町民１人当たりの資産と負債（令和2年3月31日現在人口32,865人）
　
　　資　産　　　　　　　　　約188万円

　　負　債　　　　　　　　　　約28万円
　
２．純資産比率　　　　　　　約85.2％

　　※純資産比率・・・総資産のうち、純資産の占める割合を示します。負債は、将来世代の負担と考えることが
　　　　　　　　　　　　　できることから、将来世代と過去の世代との負担割合を示すということができます。
　　　　　　　　　　　　　純資産比率が高いほど、将来世代の負担軽減が図られているということがいえます。

３．実質純資産比率　　　 約53.4％

　　※実質純資産比率・・・総資産比率の分母・分子からそれぞれインフラ資産を控除して算出します。
　　　　　　　　　　　　　　　 厳密な意味での財務の安全性を示しており、高ければ高いほど良好な
　　　　　　　　　　　　　　　 財政状態ということがいえます。
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4,600,811

201,198

127,075
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